
｜【概要版】江戸川区耐震改修促進罰百（平成28 年 3 月改定） | 

0背景

区は平成20年3月に「江戸川区耐震改修促進計画Jを策定し、建築物の積極的な耐震化に取り組んできた。
その結果、計画当初82%だった住宅の耐震化率は、平成27年度には93%に達する見込みである。
との問、平成23年には東日本大震災が発生し、耐震化の重要性がさらに高まり、区は助成制度を拡充してきた。

O 目的

住宅などの建築物の耐震化をさらに進めることにより、地震に強し、安全なまちを実現することを目的とする。
O計画期間

耐震化への努力を継続するため、平成20年度から平成27年度までとしていたものを、平成32年度まで期間

を延伸する。

0位置づけ

「耐震改修促進法j及び「東京都耐震改修促進計画J に基づき、「江戸川区地域防災計画J等との整合を図り、

耐震化の目標とその達成に向けた取り組みを定める。

0区民（建物所有者・管理者）及び区の役割

φ自助・共助・公助の原則

・区が担う役割
区民への耐震化の啓発及び

知識の普及、 財政的な支援、

都や関連団体との連携

・耐震化率の現状及び目標（苅象建築物に対しての耐震性を満たす割合〉

19 年度状況

住 宅 82% 

特定緊急輸送道路
82% 沿道建築物

緊沿急道輸建送築道物路※ 
一般緊急輸送道路

82% 沿道建築物

区公共建築物 92% 

民間特定建築物 92% 

計画当初の
27 年度目標

95% 

100% 

100% 

95% 

27年度現状

93% 

91% 

85% 

100% 
（平成 22 年度達成済）

96% 

※緊急輸送道路沿道建築物においては、倒壊により道路を閉塞させる建築物（建築物の高さが前面道路の幅員の 1/2 を超えるもの）

五志向柵鱗

( 1 ）戸建住宅
【これまでの取り組み】 ・平成27年度末実績見込み
0耐震相談会の実施 平成 20 年度から延べ68回 ｜耐震］／~）州派遣｜精密診断・耐震設計｜耐震改修工事

、 0地域の防災訓練・区民まつり等での事業の周知
0戸別訪問の実施（平成 27 年度新規） 1月末現在約 2,000 戸｜約2. 850戸｜ 約730戸 ｜約500戸
【今後の取り組み】 ※耐震コンサルタント派遣は平成8年度以降、精密診断・耐震
O木造住宅密集地域等への重点的な戸別訪問 設計及び耐震改修工事は平成 17 年度以降の累積

0建築士事務所協会と連携した耐震相談会の継続実施
※比率は管理組合数による。

要補強
制組合（97捜）
46" 

診断済
58組合（139棟）
62% 

のすべてにおいて、平成 21 年度に 100%の耐震化を達成している。

・耐震化率等の推移及び目標
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建替により耐震化する住宅 I 10.soo 戸｜
戸建等 I 10.400 戸

都嘗住宅等｜ 4αコ戸

改修予定のある公的住宅 1.7αコ戸 都営住宅等｜ 1.7αコ戸

区が耐震化を誘導する民間
戸建等 4αコ戸

住宅（戸建住宅・共同住宅）
2.3αコ戸

マ分＇｝：）譲ョy 1.900 戸

言十 1111ｷ11 



0緊急輸送道路沿道建築物〔対象： 198 棟〕※沿道の分譲マンシヨン 33 組合（50 棟）を含む

※防災上重要な道路の沿道建築物が倒壊し、道路閉塞を起こした場合、避難や救急、・消火活動等に大
きな支障をきたすことになる。このため、区は対象となる沿道建築物の所有者に対して耐震診断等の実
施に向けて積極的に働きかけを行ってきた。

i 特定緊急輸送道路沿道建築物（65 棟）｜
※沿道の分譲マンション 16 組合（24 棟）を含む

※除却予定 l 棟を含む

【これまでの取り組み】

｜一般緊急輸送道路沿道建築物（133 棟） | 
※沿道の分譲マンション 17 組合（26 棟）を含む

0建物所有者の耐震化に要する費用負担軽減のため、助成制度の拡充を重ねてきた。

O東京都及び建築士事務所協会江戸川支部と連携して個別訪問を実施してきた。

0耐震アドバイザ一派遣…平成 20 年度から延べ 22 件

【今後の取り組み】

O特定緊急輸送道路沿道・・・設計・工事未着手の建築物に対して個別訪問を実施

0一般緊急輸送道路沿道・・・未診断の建築物に対して建築士事務所協会と連携した個別訪問を実施

【今後の取り組み】

O特殊建築物等定期調査報告の機会を捉えて、個々の建築物の耐震化の状況について把握するとともに、

所有者に対して耐震化への取り組みを誘導する。

欄相謀議鯛！：摺除欄鰍議機織議韓議藤勝護喜怒；鋭鴻繍縫蹴織機器
戸建住宅（木造・非木造）、分譲マンション、緊急輸送道路沿道建築物などの耐震化に対する助成制度を設けており、

引き続き普及啓発に努めてして。 ※詳細は住宅課や建築指導課で配布するパンフレットを参照してください。

《耐震化に要する費用》

・平成 27 年度までの耐震化助成事業に要した費用 〈単位：百万円〉

耐震化に要した費用 防成額

p 建 住 む戸晶『 1, 675 646 

分譲マンシヨン 2, 162 1, 4 72 

緊急輸送道路沿道建築物 377 281 
〈分譲マンションを除く〉

8 計 (A) 4. 21 4 CB) 2. 399 

※平成20年度から平成 27 年度（8年間〉の実績

圃平成32年度ヘ向けての耐震化防成事業に要する費用（推計〉 （単位：百万円〉

耐震化に要する費用 肪成額

p 建 住 ー壬』コ‘ 1. 290 520 

分譲マンショジ 7. 1 60 4. 060 

緊急輸送道路沿道建築物
3. 980 2. 840 

〈分譲マンションを除く〉

8 計 CC) 1 2, 430 CD) 7. 420 

※平成28年度から平成32 年度（5年間〉の男込み

平成 32 年度までの総事業費（想定） (A)+ (C) 約 1 7 0億円

平成 32 年度までの区総予算額 (B) + (D) 約 1 0 0億円
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壊割譲理機聴で
O国などの状況について

平成7年1月に起きた阪神・淡路大震災をきっかけに、国は耐震改修促進法を制定し、計画的な耐震化の促

進を図ってきたロその後、平成 23 年 3 月の東日本大震災を経て、建築物の耐震改修を一層推進している。

0まちづくりによる耐震化の推進

耐震化の促進には補強工事による耐震化もさることながら、まちづくりに伴う新耐震基準による建替えが大き

く寄与する。このため本区では土地区画整理事業や木造密集市街地整備事業、都市計画道路の整備など、災

害に強いまちづくりを積極的に進めている。

0想定される地震の規模と被害状況

東京湾北部地震が発生した場合の想定被害
O関係団体等との連携
都、地域住民及び建築士事務所協会等をはじめ関係団体と連携を図り、住宅・建築物の耐震化を促進する。

O安全対策等の関連施策の推進

家具転倒防止等の関連施策の推進により、地震時における負傷者を減らす対策を講じていく。


